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中期財政見通し（平成 19～22 年度） 

 

参考試算 

 

 

 

 

 

 

 

 
この試算は、将来の歳入・歳出推計に必要な前提条件が、国におい

て具体的な数値が明示されていない中、多くの仮定を置いた上で、

機械的に試算したものです。 
そのため、今後の県の予算編成を拘束するものではありません。 
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中期財政見通し（試算）について 

 

１ 試算の考え方 

 今後の県財政を展望するにあたっては、国において議論されている地方行財政制度の

帰趨に左右される面が多く、将来の県財政の見通しを確たる姿でお示しすることは困難

ですが、平成 18 年 7 月に閣議決定した「骨太の方針 2006」の内容を踏まえ、次の３つ

のパターンにより推計しました。 

 

試算Ａ（自然体） 

  平成 19 年度 6月補正後予算をベースとして、平成 20 年度以降は、さらなる財政健

全化に取り組まなかった場合の財政見通しです。 

  具体的には、人件費は、平成 18 年 3 月に定員管理の適正化について 5年間の取組目

標を示しましたが、この目標が達成するとしたものであり、また、一般行政経費及び

投資的経費は、今後、同水準で推移するとした場合の試算です。 

 

 試算Ｂ（平成 20 年度以降「骨太の方針 2006」等の内容を踏まえた取組を行った場合） 

  昨年度成立した「行政改革推進法」では、平成 22 年度までの 5年間で地方公務員総

数の 4.6％以上の純減が要請され、また、「骨太の方針 2006」に示された「歳出・歳入

一体改革」では、5 年間で定員純減 5.7％、投資的経費を毎年度 3～1％の削減などの

取組が示されています。 

このような動きを踏まえ、定員管理について、平成 18 年 3 月に示した取組目標を見

直しましたが、人件費以外の歳出についても、投資的経費を毎年 3％削減するなど「骨

太の方針 2006」に沿った取組を実施するとした場合の試算です。 

 

 試算Ｃ（平成 22 年度に収支均衡をめざそうとした場合） 

  過去からの積立金である基金や県債に過度に依存することなく、当該年度の通常の

収入に見合った歳出規模（収支均衡型予算）の実現をめざそうとした場合の試算です。 

 

【留意点】 

 今回の試算は、平成 19 年 1 月 18 日に経済財政諮問会議に提出された「日本経済の進

路と戦略－内閣府試算」のデータを参考に、平成 19 年度 6月補正予算をベースとして行

ったものであり、今後の景気動向や国の地方財政措置の状況によって大きく変わりうる

こともあります。 

 そのため、今後も国における地方財政制度の見直しなどに注視しながら必要に応じて

見直していきます。 
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２ 試算にあたって 

 財政運営にあたっては、当初予算のみならず、決算も視野に入れることが重要です。 

今回の試算にあたっても、毎年度の当初予算における財源不足額をベースにしただけ

では、本県の財政運営の実態をお示しできないということから、当初予算から決算に至

る間に財源不足額がどのように推移しているのかを分析した上で、試算を行っています。 

 

 平成 17 年度の当初予算から決算、さらに平成 18 年度当初予算、現計予算を分析する

と、 

①平成 17 年度 

当初予算の編成においては、「収支不足額」は 347 億円でしたが、税収入の増加や事業

費等の精査により、決算においては、73 億円へと減少しています。 

つまり、平成 17 年度の収支は、当初予算から決算に至る間に 274 億円改善したことに

なります。 

 

②平成 18 年度 

当初予算の編成においては、同様の「収支不足額」は 346 億円でしたが、最終補正後

予算においては、税収入の増加や事業費等の精査により、228 億円へと縮小しています。 

決算時点では「収支不足額」はさらに縮小していくものと見込まれます。 

 

上記のことから、当初予算から決算までの収支改善額は 200 億円程度と仮定すること

ができます。このため、平成 20 年度においては収支改善額を 200 億円としていますが、

今後の財政状況の厳しさを踏まえ、平成 21 年度、22 年度の収支改善額は 150 億円と仮

定して試算しています。 

試算は、それぞれの年度の収支改善額を差し引いた額を実質的な「収支不足額」と考

え、その不足額については、財源不足を調整するための地方債の増額等により補うもの

と仮定して試算しています。 

なお、財源不足を調整するための地方債の増額によっても、財源不足が調整できない

場合は、「さらに調整を要する額」として要調整額を計上しています。 
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 推計Ａ（前提条件） 

 

 ◎歳入 

県税 

 

・「日本経済の進路と戦略－内閣府参考試算（平成 19 年 1 月 18 日経済

財政諮問会議提出）」に記載された地方普通会計の姿における地方税の

伸率を参考に試算。 

地方交付税 ・県税収入の伸率等を勘案して推計。 

県債 
臨時財政対策債 

 

・県税収入の伸率等を勘案して推計。 

建設地方債 ・歳出の増減に連動させて推計。 

国庫支出金 ・歳出の増減に連動させて推計。 

 

 ◎歳出 

人件費 

 

 

・給与改定：「日本経済の進路と戦略－内閣府参考試算（平成 19 年 1

月 18 日経済財政諮問会議提出）」に記載された名目成長

率に連動 

・職員定数：平成１８年３月に示した「みえ経営改善プラン」の定員

管理の取組目標が実施されるものとして試算。 

・退職手当：現在の年齢構成から定年退職者数を見込むとともに、勧

奨退職者及び自己都合退職者の増減を加味して見込む。 

公債費 ・過去及び将来の発行状況により試算。 

 

行政経費 ・一般行政経費及び投資的経費は、今後同水準で推移。 

・ただし、税収関連交付金は、県税収入の伸率と連動させて推計。社

会保障関係経費は、「骨太の方針 2006」に示された基準等の見直しが

実施されるものとして試算。 
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 推計Ｂ（前提条件） 

 

 ◎歳入 

県税 

 

・「日本経済の進路と戦略－内閣府参考試算（平成 19 年 1 月 18 日経済

財政諮問会議提出）」に記載された地方普通会計の姿における地方税の

伸率を参考に試算。 

地方交付税 ・県税収入の伸率等を勘案して推計。 

県債 
臨時財政対策債 

 

・県税収入の伸率等を勘案して推計。 

建設地方債 ・歳出の増減に連動させて推計。 

国庫支出金 ・歳出の増減に連動させて推計。 

 

 ◎歳出 

人件費 

 

 

・給与改定：「日本経済の進路と戦略－内閣府参考試算（平成 19 年 1

月 18 日経済財政諮問会議提出）」に記載された名目成長

率に連動 

・職員定数：今回見直した「みえ経営改善プラン（改定計画）」に示し

た新定員適正化計画が実施されるものとして試算。 

・退職手当：現在の年齢構成から定年退職者数を見込むとともに、勧

奨退職者及び自己都合退職者の増減を加味して見込む。 

公債費 ・過去及び将来の発行状況により試算。 

 

行政経費 ・投資的経費は、「骨太の方針 2006」に沿って年平均３％程度の削減を、

一般行政経費は、「施策別財源配分経費」について、平成 20 年度以

降も平成19年度予算と同様、10％程度の削減を行うものとして試算。

・ただし、税収関連交付金は、県税収入の伸率と連動させて推計。社

会保障関係経費は、「骨太の方針 2006」に示された基準等の見直しが

実施されるものと仮定して試算。 
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 推計Ｃ（前提条件） 

 

 ◎歳入 

県税 

 

・「日本経済の進路と戦略－内閣府参考試算（平成 19 年 1 月 18 日経済

財政諮問会議提出）」に記載された地方普通会計の姿における地方税の

伸率を参考に試算。 

地方交付税 ・県税収入の伸率等を勘案して推計。 

県債 
臨時財政対策債 

 

・県税収入の伸率等を勘案して推計。 

建設地方債 ・歳出の増減に連動させて推計。 

国庫支出金 ・歳出の増減に連動させて推計。 

 

 ◎歳出 

人件費 

 

 

 

 

・給与改定：「日本経済の進路と戦略－内閣府参考試算（平成 19 年 1

月 18 日経済財政諮問会議提出）」に記載された名目成長

率に連動 

・職員定数：「骨太の方針 2006」に示された定員純減▲５．７％が実施

されるものと仮定して試算。 

・退職手当：現在の年齢構成から定年退職者数を見込むとともに、勧

奨退職者及び自己都合退職者の増減を加味して見込む。 

公債費 ・過去及び将来の発行状況により試算。 

行政経費 ・投資的経費は、「骨太の方針 2006」に沿って年平均３％程度の削減を、

一般行政経費は、「施策別財源配分経費」について、平成 20 年度以

降 30％程度の削減を行うものとして試算。 

・ただし、税収関連交付金は、県税収入の伸率と連動させて推計。社

会保障関係経費は、「骨太の方針 2006」に示された基準等の見直しが

実施されるものと仮定して試算。 
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４ 試算の結果 

① 平成 20 年度以降、さらなる財政健全化に向けての取組を行わない場合（推計Ａ）

は、平成 20 年度以降の財源不足は、471 億円～537 億円と年々拡大するものと試算

されます。 

その不足分を地方債の増額で補う場合、地方債の発行見込額は、1,040 億円～

1,129 億円程度で推移することになり、平成 22 年度末地方債残高見込は、10,645

億円と試算されます。 

 

   また、平成 20 年度以降、「骨太の方針 2006」を踏まえ、さらなる財政健全化に向

けての取組を行った場合（推計Ｂ）は、平成 20 年度以降の財源不足は、416 億円～

377 億円と年々縮小するものと試算されます。 

その不足分を地方債の増額で補う場合、地方債の発行見込額は、968 億円～921

億円程度で推移することになり、平成 22 年度末地方債残高見込は、10,219 億円と

試算されます。 

 

   さらに、実質的な収支不足額を計画的に削減し、平成 22 年度において収支均衡を

図ろうとする場合（推計Ｃ）は、地方債発行見込額が、平成 20 年度以降は、平成

19 年度を下回る試算となり、平成 22 年度末の地方債残高見込は、9,821 億円と試算

されます。 

 

 ② いずれの試算であっても、社会保障関係経費は、年々増加することになる中で、

退職手当は、平成 19 年度以降高水準で推移することになりますし、公債費について

も、今後増加する見込みになるという厳しい財政状況が浮き彫りになります。 

 

 ③ 地方債残高の抑制という視点からみると、試算Ａの場合は、平成 20 年度に 1兆円

を上回る試算となりますし、試算Ｂの場合においても、平成 21 年度には、1兆円を

上回る試算となるなど、地方債残高は増加するという試算になっています。 

 

このようなことから、今後とも、収支均衡型の予算規模の実現を視野に入れて、

財政の健全化に引き続き強力に取り組みながら、「選択と集中」のもと、真に必要な

事業には適切に対応していくという財政運営を行っていく必要があります。 

 

 

 

 




